
富山市活力都市創造部都市計画課

第３回富山市都市マスタープラン
検討委員会資料

１ 第２回検討委員会の主な意見

２ 全体構想に関わる追加の分析等

３ 全体構想（まちづくりの理念と目標）の素案について

４ 地域別構想作成に向けた分析・検討

５ 地域別構想作成に向けた市民等との意見交換

６ 今後の予定

令和6年８月８日
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１ 第２回検討委員会の主な意見

＜主な意見＞

都市構造の方向性等について
・人口減少で生産年齢人口も減少する中、公共交通を維持できるのかは課題である。都心部は、行政補

助で維持すると思うが、周辺部では、公共交通から離れたところにスーパーが立地している。ラスト
ワンマイルを、例えば、自動運転や次世代型交通を使うなどの検討も必要ではないか。

・地域は小規模な拠点を維持しながら、都市構造としては引き続き都心部に人を集約するのだろう。公
共交通は、周辺から中心部やお団子に人を如何に集めるかとあるが、中山間地域も含め、如何に中心
に集まってもらうかを考えることが、公共交通網やコンパクトシティの目的だと思う。

・現状の詳細分析は、市民の理解や合意形成に活かされるのではないか。縮小時代の合意形成は非常に
難しい。共通の理解で合意形成を図るには、客観的な事実を出すことである。

・コンパクトなまちづくりは、持続可能な市民生活を維持するための方法である。郊外に住むにはイン
フラのサービスが必要であり、それを維持するためのコストは高い。インフラの廃止を前もって知ら
せることも必要。少なくとも新たにそういったエリアに住む人にはコストを担ってもらう視点も必要
ではないか。

・人口の推計に合わせて、公共交通の利用者数推計などできないか。

・空間的に世帯が減ることが重要。2045～2065年にかけ本格的に減少し、1割以上が空き家になる。
インフラも減少が必要であり、住宅もスクラップアンドビルの時代ではなくなる。

・成熟の観点から、都市構造の中、農地や空いている土地をどう扱うのか。スプロール的に空きは、農
地と宅地が混在している状況。ライフスタイルを含めどう積極的に位置付けながら考えていくか。中
心市街地だけでなく郊外部も含めて考えていかなければならない。

・縮小の観点では、中山間地域で人が少なくなったところをどうするのか。できるだけ維持するのか、
集約化・中山間地域をたたんでいくことを支援するというのもある。

公共交通沿線の人口について
・人口密度のバラつきに関しては、測地的な情報として、類型的でもよいし、地鉄の沿線などの固有名

詞を持って文章で表現されるでもよいので、どこかに示してほしい。

都市機能分布・アクセス性について
・市民サービスの面から変化を見据えた分析をしてはどうか。金融や行政サービスもコンビニで受けられ

る。コンビニの利便性は結構重要である。地区センターはそれ以外の機能を果たしていくのだと思う。
特に、用途地域外の公共交通徒歩圏外の地区センターの役割は、事務用の窓口ではない機能が重要視さ
れていくのではないか。

・コンビニの撤退が多く、調整区域に立地したいという意見もある。出店しやすい状況にするとよい。
・地区センターが身近にあると安心感がある。利点としてもっと強調してもよい。

アンケート・ミクロ分析について
＜全体＞
・住み替えの予定、意思がない方の内訳はどうなっているか。郊外の生活、生き方が好きな方は絶対動

かせないが、動かせる人はどのくらいか、動きたいと思っているが動けない人の掘り起こしが必要。
・住処を変えたくないという人が多いが、動けないのか、動かないのかが大事な観点。
・「これからのまちづくりで特に取り組むべきこと」で「災害対策事業の推進」も高い結果であり論点の
整理の中にフラグが立ってもいいのでは。

＜分析１＞
・まちなかは、駐車場が儲かる経済的な根源をどうにかしないと、どうにもならないのではないか。

＜分析２＞
・公共交通徒歩圏外の農地の宅地化は、農地を造成する方が、家屋の解体費用より安い現状をどうにか

しないと対応は難しい。
・南富山周辺では、道路が狭く再建築不可の多くが空き家になるので、手をつけないといけない。
・公共交通沿線外で開発がどのように進むか、農用地区域との関係性が重要。

＜分析４＞
・非線引き都市計画区域の用途地域内における公共交通の徒歩圏とその外は、農業面の支援ができない

のであれば、田園住居地域に変更するくらいのことをやらないと難しいのではないか。
・大沢野の下大久保エリアは、宅地造成の方が安く、公園もできることから、お客さんも誘導しやすい。

ここを課題と捉えるのであれば、行政が主導で対応することが必要。

＜分析５＞
・農振白地の農地をどう維持するか。零細農地は転用されやすい。土地改良事業をすることで8年縛りを

かけるというのもあるのかもしれない。

＜分析６＞
・市街化調整区域などの集落では、次世代の方に集落近くに残ってもらうことが、農地を守ることにな

る。他県では集落地域の地区計画などを適用しており、農村集落への定住の図り方の１つではないか。

＜まとめ＞
・5つの課題は因果関係がある。公共交通の徒歩圏が優先されない開発、既成市街地等が使われないこと

を何とかしないと、本質的な解決にはならない。
・経済的には宅地造成の方が良いとなるのかもしれないが、コストがすべて行政負担で、民に転嫁され

ていない。

空き家の分析について
・中山間地域の空き家はどのような状況か。その対策はどうなるのか。

計画全体について
・地域別構想の下のレベルから、少しずつやる気があるところと、そうでもないところへのフォローに

差がでてくるのは致し方ない。やる気があるところをどれだけ救い上げ、頑張ってもらうか。それを
見ながら他の地域の方たちも、自分たちはどうするか判断することもあり。やる気のある地域を重点
的に支援することを都市マスとしても示すこともありかもしれない。南富山での取り組みを積極的に
位置付け、ミニマムレベルの支援と、やる気のあるところを伸ばすことを見せることもある。

・最終的に何が問題で、どうしたいのかが重要である。市域にバラバラ住んでいると行政コストがかか
ることが課題なら、サービスに係るコストを個人に担ってもらうことが必要である。

・周辺の自治体との関係性も重要である。周辺の自治体との関係性も意識しながら、広域都市計画を考
える上での指針として考えておくといいのではないか。

地域別意見交換会について
・地域人口の変化など、前回と今回を検討した内容を、地域に反映した資料で議論していくのがよい。
・比較的若い世代の意見を聞こうとしているが、生活弱者の65歳以上の意見も聞く必要があるのでは。



１）社会インフラの課題

富山市が保有する社会インフラと老朽化の状況

■橋梁の数と耐用年数を迎える割合 ■下水道の総延長と耐用年数を迎える割合 ■水道の総延長と耐用年数を迎える割合

■道路の総延長（国道・県道・市道の合計）と市道延長 ■公園施設の数と市民１人あたり面積

756 696 641 
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億円 計画期間

一般会計決算額

歳入見込額

歳出需要額

決算値 推計値

乖離が拡大する傾向

歳入の約4割を占める市税は40年後には約8％、
60年後には約15％減少する見込み

参考）一般会計規模の現状と見通し（第２回検討委員会提示）

【社会インフラの課題】
・国内を見渡しても、本市は比較的多くの社会インフラを保有しており、今後、耐用年数を迎える施設も増えつつあるため、施設の更新や老朽化対策が必要になることは明らか
である。人口減少や高齢化の影響で社会インフラに投資できる財政規模が縮小する中においては、その持続性に課題がある。

・このため、新たな社会インフラを増やさないことを前提とするまちづくりが必要であるとともに、次期計画期間中には、まちづくりを踏まえた既存の社会インフラの持続可能
なマネジメント方針を設定し、実践していくことが求められる。

２ 全体構想に関わる追加の分析等
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（橋長15ｍ以上の重要橋梁で架設年が明らかな230橋）
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２）公共交通の課題

①公共交通の利用者数の変化予測

・利用圏域人口の変化を前提に利用者数を将来推計した結果、公共交通利用者は減少の見通し
である。

②公共交通の担い手等の不足

運転手の不足
・・・バスやオンデマンド交通等を担う運転手（第2種免許保有者）が減少傾向（富山県）

公共交通の運営に伴う人材不足や収入減なども課題
・・・運行収入や運行本数は、新型コロナウィルス感染症等の影響もあり減少傾向

【公共交通の課題】

・人口減少に伴い、現状の利用の仕方の範囲では利用者数は減少してしまう
だけでなく、運転手の不足や収入減などにより、持続性に課題がある

・このため、公共交通の活性化や公共交通を志向する生活を生み出すために
は、持続可能な交通体系への再構築を進めることが必要であるとともに、公
共交通徒歩圏での人口集積に加え、利用圏域を意識した施策の展開が必要

・算出した利⽤圏域から、市全体の63.4%の市⺠が徒歩で
公共交通が利⽤可能な圏域内に居住していることが分か
る。（⽤途地域外や都市計画区域外を含む）

居住誘導区域利用圏域

利用圏域

駅やバス停

居住誘導区域・公共交通の利用者は居住誘導区域としている鉄軌
道駅から５００ｍやバス停から３００ｍの範囲のみなら
ず、その外側（利用圏域）に住まう市民も徒歩で利用し
ている。
・令和２年度の調査より路線毎に異なる利用圏域を有
している。

（公共交通の利用圏域）
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■バス等の運転が可能な第二種免許の保有者数の推移（富山県）

運転免許統計（警察庁）より抜粋

■鉄軌道（JRを除く）の運輸収入の推移

北陸信越交通・運輸統計年報（北陸信越運輸局）より抜粋 数字でみるとやまの運輸（北陸信越運輸局富山運輸支局）より抜粋
■公共交通の利用実績と推計（鉄軌道とバス）

２ 全体構想に関わる追加の分析等
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利用圏域人口の変化からの影響を前提とした富山市独自推計
観光客などの来街者の増減は加味されていない



３）災害リスクの課題
・本市は神通川と常願寺川が貫流する地勢や地震における活断層が存在している
・災害ハザードマップから本市での災害は地震起因と大雨起因に大別される
・呉羽断層を起因とした地震の揺れでは震度６以上の揺れが想定されるエリアに人口の約９９％が居住し、大雨による洪水が想定されるエリアに人口の約７８％が居住しているなど、本
市の市街地は大半に災害リスクがある

呉羽山断層

（富山市洪水ハザードマップ）

▼浸水深の目安

■地震に起因する災害リスク（呉羽山断層） ■大雨に起因する災害リスク（想定最大規模（L2）の洪水による浸水想定区域）

富山市立地適正化計画（防災指針に関するデータ集）より抜粋

（R4全人口（居住地）に占める割合） （R4全人口（居住地）に占める割合）

【災害リスクの課題】
・本市は地勢などから地震や洪水などのリスクが存在しており、その発災は、近年、頻発・激甚化している。
・このため、発災に対する都市の安全確保のみならず、リスクの高いエリアでの都市的土地利用を抑制する
など、都市の安全確保を前提とした土地利用の推進が必要

２ 全体構想に関わる追加の分析等
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あまり良くなかったと思う 良くなかったと思う

※本市が進めるコンパクトなまちづくりを知っていて、内容を理解されている方の評価

■取組み全体の評価
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２ 全体構想に関わる追加の分析等

４）まちづくりに関する市民アンケート調査の主な結果

回答数２４０８人 配布数6０００人 回収率４０．１％
令和６年１月に実施
抽出方法：地域別で一定程度の回答を得る配布数を整理し、無作為で抽出
集計方法：総数結果は各地域の人口総量に対する重みづけ係数を乗した値で集計、地域別結果は単純集計

② コンパクトなまちづくりの市民評価 全体の７割近くが
良かったと評価

・本市のコンパクトなまちづくりに対する市民の評価は全体で７割が良かったと評価し、若い世代では８
割近くが評価していることから、人口減少に対応した次世代につなぐまちづくりを進めるため、引き続き
コンパクトなまちづくりに取り組むことが必要

① 回答の属性
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6.9%
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17.9%
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23.5%

1.0%
年齢
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10.6%

26.1%
50.4%

10.7%

1.5%
0.8% 世帯の状況

ひとり暮らし

夫婦のみ

二世代の世帯

三世代の世帯

その他

無回答

・多くの年代や地域から幅広く回答を得ることができた
・住まい方としても二世代での世帯が半数を占めている

若い世代ほど評
価が高く、８割近
くの市民が良
かったと評価
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8%

⑫

8%

⑬

4%
⑭

5%

⑮

3%

居住地 ①富山中央
②富山北部
③和合
④呉羽
⑤富山西部
⑥富山南部
⑦富山東部
⑧水橋
⑨大沢野
⑩大山
⑪八尾
⑫婦中
⑬山田
⑭細入
⑮無回答

③ まちづくりに対する市民の意識

■これからのまちづくりで特に取り組むべきこと

4%
16%
17%
19%
19%
20%
21%
21%
22%
23%

27%
28%

34%
41%

46%
47%
49%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他
産業集積の維持や活性化

道路の整備
郊外の大規模集客施設の維持や活性化

魅力ある景観の保全
無秩序な市街地開発の抑制

みどりの維持や利活用
地域コミュニティの活性化

レクリエーション空間の整備
新たな産業・ビジネスの創出
新たな交通サービスの創出

中心市街地の活性化・にぎわい創出
インフラや公共施設の維持管理

災害対策事業の推進
日常生活に必要なサービスの充実

福祉機能の維持や充実
空き家や空き地の利活用や適正な保全

公共交通の活性化【第１位】
【第2位】

55.4

63.5

59.4

50.0 55.0 60.0 65.0 70.0

18～39歳

40～59歳

60歳以上

年齢別

59.4

68.2

50.0 55.0 60.0 65.0 70.0

持っている

持っていない★

運転免許証の状況別

59.0

60.7

65.5

50.0 55.0 60.0 65.0 70.0

専用・家族所有(自分も運転)

家族所有（自分は運転無）★

所有していない★

自家用車所有の状況別

47.3

61.4

60.6

62.5

40.0 50.0 60.0 70.0

まちなか

公共交通の沿線

上記以外の市街地

郊外や中山間地域

居住エリア別

■公共交通の活性化を求める市民

現状の生活を支え
るサービスや安全
対策への取組みが
求められている

・“40歳以上”“居住エリアがまちなか以外”“運転免許証を持っていない”、“自家用車を持っていない”市
民において「そう思う」の割合が高い傾向にあり、現在や将来の移動に対する不安から公共交通の活性化
が求められている

45.1

51.1

45.2

49.6

40.0 45.0 50.0 55.0 60.0

まちなか

公共交通の沿線

上記以外の市街地

郊外や中山間地域

居住エリア別

■空き家や空き地の適正な保全を求める市民

・既成市街地を抱える公共交通の沿線と人口減
少が進む郊外や中山間地域といったエリアの市
民が、より空き家や空き地の適正な保全を求め
ている



２ 全体構想に関わる追加の分析等
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30.3 42.9 18.2 8.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

市内（まちなか） 市内（公共交通の沿線） 市内（まちなか・公共交通沿線以外の市街地） 市内（郊外や中山間地域）

④ 居住地選択に関する意識の変化

・市内で住み替えする場合には７割以上の市民がまちなかや公共交通の沿線を選択する傾向が生まれ
ており、「コンパクトなまちづくりの内容を知っていた人」や今後高齢者となっていく「４０～５０代」が多
い傾向
・また、現在、既にまちなかや公共交通の沿線に居住する市民は、そのほとんどが住み替える場合には、
再びまちなかや公共交通の沿線を選択する意識がある傾向

73.2％ 26.9％

22.8

39.3

23.5

44.1

36.5

46.9

25.1

16.3

18.9

7.7

8.0

11.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

18～39歳

40～59歳

60歳以上

（年齢別）

38.1

21.9

41.9

41.8

13.6

25.1

6.4

11.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

知っていた

知らなかった

（コンパクトなまちづくりの認知度別）

79.9

28.8

22.3

15.7

20.1

56.4

37.5

34.3

11.2

33.3

22.0

6.5

28.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

まちなか

公共交通の沿線

上記以外の市街地

郊外や中山間地域

（居住エリア別）

■市内で住み替えする場合の居住地選択の意識

⑤ 市民の生活行動

■市民の生活行動の範囲（１４地域別）

・ほとんどの地域は主に通勤通学の場面におい
て富山駅などがある富山中央との移動がある

・また大規模集客施設がある婦中地域に対しても
周辺の多くの地域から移動がある

・市民生活において密接につながっている地域同
士もあり、「細入・大沢野」、「婦中・八尾・山田」、
「大山・富山南部」、「和合・富山北部」はまとまっ
たエリアだといえる

■実店舗以外の生活サービスの利用状況

12.9

9.8

45.8

36.4

15.6

26.9

31.9

26.1

11.2

19.4

53.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

18～39歳

40～59歳

60歳以上

(%)

週に５回以上 週に２～３回程度 週に１回程度
月に１～２回程度 年に数回程度 利用していない

■ネットショッピングの年齢別頻度

2.1%

35.4%

68.0%

97.9%

64.6%

32.0%

0.0% 50.0% 100.0%

移動スーパー

宅配サービス

ネットショッピングなど

(%)

利用している 利用していない

・インターネットの普及などにより、実店舗以外のサービスを利用する市民も増え、特にネットショッピン
グは７割近くの市民が利用しており、若い世代の利用は９割近い
・実店舗と比べ、「価格が安い」「品揃えが良い」「重いものも手軽に購入できる」などの利点があり利用
している傾向



２ 全体構想に関わる追加の分析等

68.6%

49.1%

47.4%

41.4%

41.2%

25.9%

24.8%

22.4%

19.7%

12.9%

11.7%

11.4%

7.8%

7.5%

5.7%

5.6%

食料品や日用品の買い物場所（スーパー等）

診療所や病院などの医療施設

銀行や郵便局、JAなどの金融施設

飲食店（レストラン、カフェ、居酒屋等）

衣類や本、雑貨等の買い物場所

公園や広場

地区センターなどの行政窓口

図書館分館などの身近な文化施設

小学校や中学校などの義務教育施設

通所介護施設や通所リハビリ施設等の社会福祉施設

こども園や児童館、子育て支援センターなどの子育て施設

塾や各種教室などの習い事施設

その他

コミュニティ活動ができる公民館

家庭菜園などができる農地や農園

自宅や会社ではない働く場所（コワーキングスペースなど）

0.0% 50.0% 100.0%

商業

生活

余暇

子育て・福祉

就業・就学

趣味・学習

商業

生活

余暇

・住まいの周辺にはスーパー等の日常的な買い物場所が最も高く、次いで医療・金融と生活に必
要な機能のニーズが高い傾向
・一方、中心市街地などの拠点には商業や余暇、生活、子育てなどの多様な機能のニーズがある
・住まいの周辺と中心市街地や拠点はその求められる役割が異なっている
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⑥ 市民が求める都市の機能

43.8%

38.9%

37.0%

35.7%

35.2%

33.0%

30.3%

29.7%

16.9%

9.9%

9.7%

8.6%

7.5%

7.0%

5.8%

3.7%

飲食店（レストラン、カフェ、居酒屋等）

食料品や日用品の買い物場所（スーパー等）

衣類や本、雑貨等の買い物場所

図書館や美術館、映画館などの文化施設

総合病院などの医療施設

銀行や郵便局、JAなどの金融施設

行政センターなどの主要な行政窓口

イベントなどが行われる大きな公園や広場

スポーツ大会などが開かれる体育施設

こども園や児童館、子育て支援センターなどの子育て施設

通所介護施設や通所リハビリ施設等の社会福祉施設

演奏や演劇などの練習ができるスタジオ や稽古場

塾や各種教室などの習い事施設

その他

自宅や会社ではない働く場所（コワーキングスペースなど）

工場や事務所などの就業施設

0.0% 50.0% 100.0%

商業

生活

余暇

子育て・福祉

就業

趣味・学習

■自宅から歩いて暮らせる範囲にあってほしい機能

■中心市街地や拠点にあってほしい機能

⑦ コミュニティ活動への参加意識

■現在の参加状況

9.8%

16.5%

12.7%61.0%

0.9%

定期的に参加している

ときどき参加している

あまり参加していない

参加していない

その他

■（人口減少などの課題認識の上での）将来の参加意向

・現状のコミュニティ活動への参加は約１／４にとどまり、年齢別では特に４０歳未満の若い世代は低い
傾向
・一方、人口減少などの課題認識の上では、半数以上が「参加したい」との意向があり、年齢別にみても
年齢層が高い世代で参加の意向割合が多い傾向にあるが、４０歳未満の若い世代においても約半数程
度の市民に参加の意向が生まれ、現状に比べて36.8ポイントの増加と他の世代に比べて多い傾向

9.0

13.8

8.7

17.2

19.4

9.1

15.8

11.8

79.8

57.2

53.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

18～39歳

40～59歳

60歳以上

(%)（年代別）

定期的に参加している ときどき参加している
あまり参加していない 参加していない
その他

6.0

7.2

10.7

41.9

46.2

46.3

26.6

25.0

24.4

23.2

17.9

14.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

18～39歳

40～59歳

60歳以上

(%)(年代別）

定期的に参加したい ときどき参加したい
あまり参加したくない 参加したくない
その他

人口減少などの

将来の課題を情報提供



9

３ 全体構想（まちづくりの理念と目標）の素案について

＜都市マスタープランの目次＞

序 はじめに
第１章 都市マスタープランとは
第２章 富山市の概況とこれまでのまちづくり

第１編 全体構想
第１章 まちづくりの理念と目標

課題認識
基本方針
まちづくりの理念
まちづくりの目標

第２章 将来都市構造
拠点
公共交通軸と居住誘導
数値目標

第３章 分野別まちづくりの方針

第２章 地域別構想

本日の提示範囲
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序 はじめに

第１章 都市マスタープランとは

１．目的

２．位置付け

３．対象区域

４．目標年次

５．構成

第２章 富山市の概況

１．位置・地勢・沿革

２．都市計画の現状

目次
第１章 都市マスタープランとは

１．目的

２．位置付け （一部変更）

３．対象区域

４．目標年次 （変更）

５．構成 （変更）

第２章 富山市の概況

１．位置・地勢・沿革

２．都市計画の現状

３．富山市のコンパクトなまちづくりとその成果 （追加）

前計画 本計画
目次

第１章 都市マスタープランとは

２．位置付け ２．位置付け

４．目標年次
４．目標年次

本市のまちづくりの上位計画としては、「富山市総合計画」と、富山県が策定
する「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（都市計画区域マスタープ
ラン）があります。「富山市都市マスタープラン」は、これらの計画に即し、将来
のまちづくりの方針を明らかにするものです。

また、土地利用、道路・公園等の都市施設の配置、市街地の整備・改善など個
別の都市計画に対しては、「富山市都市マスタープラン」が上位の位置付けとな
ります。

「富山市都市マスタープラン」は、長期的なまちづくりの基本方針を示すもの
であり、概ね2025年（H37）を目標としています。計画の策定から10年目を迎
えた2018年（H30）には、上位計画等の改定を踏まえ、都市づくりに関わる施
策・事業の進捗による時点的な修正を行うため、富山市都市計画マスタープラ
ンの一部見直しを行いました。

「富山市都市マスタープラン」は、長期的なまちづくりの基本方針を示すものであり、本計画は20年後の20４5年（R２７）
を目標とします。

また、前計画から継続して「コンパクトな都市構造や都市経営を実現する仕組みを生み出す期間」としては、今後、年齢構
成が安定してくると予想される概ね４０年後の2065年（R47）までを見据えます。

本市のまちづくりの上位計画としては、「富山市総合計画」と、富山県が策定する「都市計画区域の整備、開発及び保全の方
針」（都市計画区域マスタープラン）があります。「富山市都市マスタープラン」は、これらの計画に即し、将来のまちづくりの方
針を明らかにするものです。

このため、土地利用、道路・公園等の都市施設の配置、市街地の整備・改善など個別の都市計画に対しては、「富山市都市
マスタープラン」が上位の位置付けとなります。

また、コンパクト・プラス・ネットワークを推進し、居住や医療、商業等の都市機能の立地や公共交通の充実に向けた方向性
を示す「富山市立地適正化計画」は、「富山市都市マスタープラン」の一部として位置付けます・

整備・開発及び保全の方針
（都市計画区域マスタープラン）

富山市総合計画

富山市都市マスタープラン
[都市計画に関する基本的な方針(都市計画法第18条の2)]

富山市立地適正化計画
[住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図る計画

(都市再生特別措置法第81条)]

都市計画の決定・変更 個別の詳細計画・街づくりルール等の策定
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第２章 富山市の概況

３．富山市のコンパクトなまちづくりとその成果―

前計画

（１）富山市のコンパクトなまちづくりの概要

平成２０年３月に策定した前計画では、市街地の外延化を背景に「車を自由に使えない市民にとって、極めて生活しづらい
街」「割高な都市管理の行政コスト」「都市部の空洞化による都市全体の活力低下と魅力喪失」といった課題が、今後の人口
の減少や少子高齢化に併せて深刻化することを懸念し、『鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商
業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させることにより、公共交通を軸としたコンパクトなまちづくり』の実現を目指しまし
た。

■前計画におけるコンパクトなまちづくりの概念図と目標

（２）これまでのまちづくりの成果

①公共交通が便利な地域に住む人口割合

これまで数値目標としてきた「公共交通が便利な地域に居住する人口割合」は当初の約３割から目標の約４割に概ね到達し
ました。

■数値目標

本計画
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第２章 富山市の概況

―

前計画
②都市活動の変化

「公共交通の利用者数」や「公共交通沿線等への社会転入」などが改善し、移動や宅地の供給、居住地選択といった都市活動
が 公共交通を軸としたコンパクトなまちづくりに沿った形へ変換が図られ、人口減少下においても富山駅を中心に沿岸部から
中山間地域に至る公共交通が維持されています。

■公共交通利用者数の推移 ■居住誘導区域とそれ以外での人口変化（対H１７人口比）

③市街地の外延化の抑制

さらにはこれまで郊外部に転出していた都市機能が中心
市街地に集積し、その効用を発揮してきたことで、中心市
街地の価値が上昇しています。また都市開発は市街化区
域を中心としたものに変化し、人口も市街化区域内移動が
主要なものとなり、市街地の外延化を抑制することができ
ています。

■中心市街地に立地した都市機能

本計画

■市街化区域内外の開発の変化 ■市街化区域内外の人口移動状況

70.5% 75.9%

29.5% 24.1%

0.0%

50.0%

100.0%

H14-H18 H29-R4
市街化区域 市街化区域外

１,１５９千㎡ １,466千㎡
減少傾向

増加傾向

維持・増加の傾向

現
都
市
マ
ス
の
期
首

【人】 【系統】

（出典：富山市統計書）



【人】

（出典：富山県の人口 ※各年とも前年１０月１日～該当年９月３０日までの値）
転

入
超

過
転

出
超

過

現
都
市
マ
ス
の
期
首

転入超過がほぼ継続

13

第２章 富山市の概況

―

前計画

■年代別のコンパクトなまちづくりの評価

（３）市民の評価

コンパクトなまちづくりの内容を
知っている市民の７割以上がこれま
でのコンパクトなまちづくりを「良
かった」と評価しており、特に将来を
担う３０歳代までの市民では８割近
くの市民が「良かった」と評価してい
ます。

このことから、引き続き、コンパクト
なまちづくりを継承し、市民の理解
を促していく必要があります。

本計画

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））

■社会転入超過エリアの変化

16.9

26.8

18.0

12.0

56.8

52.5

58.6

57.0

19.4

12.6

15.1

25.5

6.9

8.0

8.1

5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体

18～39歳

40～59歳

60歳以上

良かったと思う おおむね良かったと思う

あまり良くなかったと思う 良くなかったと思う

※本市が進めるコンパクトなまちづくりを知っていて、内容を理解されている方の評価

④人口減少の抑制

これまでのまちづくりにより人口の社会移動は転入超過となっており、５年に１度実施している人口推計においても上方修正
の傾向にあることから、自然減が進む中においても人口減少の抑制が一定程度できたものと考えられます。

■転入超過の状況 ■人口推計の変化
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第１編 全体構想

第１章 まちづくりの理念と目標

１．富山市の市街地の特性

１ 低密度な市街地

１．市街地密度の低下

２．人口増減の特性

３．都心から郊外に移転した主な施設

４．大規模小売店舗の郊外立地

５．中心市街地の地価の下落

６．今後の人口・世帯の長期予測

７．市街地の低密度化と行政コスト

２ 自動車交通への高い依存度

１．１世帯当たりの乗用車保有台数

２．交通手段分担率

３．衰退する公共交通

４．車を自由に使えない人の実態

５．公共交通への要望

３ 今後のまちづくりに対する市民ニーズ

１．これからのまちづくりで重要だと思う取組み

２．公共交通の便利な地域への住み替え意向

３．公共交通沿線での居住の条件

２．まちづくりの理念

１ 現状認識

２ まちづくりの理念

３ 富山型コンパクトなまちづくりの特徴

１．徒歩と公共交通による生活の実現

２．お団子と串の都市構造

４ 富山型コンパクトなまちづくりの進め方

５ コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の考え方

３．まちづくりの目標

４．生活像

１ これまでの生活像

２ 公共交通を軸とした「コンパクトなまちづくり」が提供する生活像

目次
第１章 まちづくりの理念と目標

１．市街地の特性 （変更）

１ 人口減少の本格化と世帯減少への転換

（１）総人口と総世帯数の変化

（２）年齢別人口の変化

（３）人口分布

２ “まばら”になる市街地

（１）増加する空き家や空き地

（２）住宅供給の傾向

３ 車利用に偏った生活

（１）市民の自動車利用の状況

（2）車を自由に使えない市民

（３）公共交通の利用特性と課題

４ 膨張する都市管理コスト

（１）社会インフラの状況

（２）災害のリスク

（３）財政状況と見通し

５ 市民の意識や行動

（１）生活行動と移動

（２）居住地選択の意識

（３）必要な都市機能

（４）これからのまちづくりに必要な取組

（５）まちづくりへの市民参画の可能性

２．まちづくりの理念と目標 （変更）

１ 現状の課題認識

２ まちづくりの理念

３ まちづくりの進め方（基本方針）

４ これからの富山型コンパクトなまちづくりの特徴

５ コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の考え方

６ まちづくりの目標

３．生活像 （変更、未整理）

１ 目指す生活像

２ 市民の将来ライフスタイル（エリア別）

目次
現計画 本計画
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第１章 まちづくりの理念と目標

１ 低密度な市街地 １ 人口減少の本格化と世帯減少への転換

現計画

（１）総人口と総世帯数の変化

これまでに比べ、団塊世代が亡くなることなどにより人口減少は加速的に進行すると考えられ、２０４５年（R２７年）までに
約４万人が減少し、約３６万人となる見込みです。さらには、これまで増加していた世帯数が、２０３０年（Ｒ１２）には、減少に
転じると予測されます。

■人口と世帯数の実績と将来推計

（２）年齢別人口の変化

年少人口（０～１４歳）及び生産年齢人口（１５歳～６４歳）が引き続き減少する一方、団塊ジュニアの高齢化を迎え、老年
人口（６５歳以上）は２０４５年（R２７）にピークとなると予測されます。

一方で、本計画の期間後には老年人口も減少に転じ、総人口の減少は継続しながらも４０年後の2065年（R47）には年
齢別人口のバランスは安定していくものと予測されます。
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本計画
１．富山市の市街地特性１．富山市の市街地特性
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第１章 まちづくりの理念と目標

現計画
（３）人口分布

これまでのコンパクトなまちづくりによる社会動態などを元に将来の人口分布を予測した結果、中心市街地な
どの都市部では人口減少下においても一定の人口集積の維持が見込めます。一方で、市全体では人口減少が
進むことから、従来より人口密度が低い郊外部や中山間地域などでは、人が住まない地域も出てくることが予
想されます。

■人口密度の分布予測

本計画

現状（2025年推計） ２０年後（2045年）推計

２ “まばら”になる市街地

（１）増加する空き家や空き地

既成市街地には空き家や空き地があちこちに生まれています。空き家は中心市街地や公共交通沿線などの既成市街地に多
く点在しており、総量としても増加傾向にあります。また空き地は総面積の増加はありませんが一定数が継続的にある状況と
なっています。

既成市街地には、多くの独居高齢者が居住している現状もあり、今後、独居高齢者の死亡に加え、人口や世帯の減少に伴い
住宅需要が減少すると想定され、既成市街地を中心に空き家はバラバラと発生しながら、増加していくと予想されます。

■空き家の変化

出典：空き家調査（H27,R2：富山市資料）都市計画基礎調査（R5,H30建物利用現況）

※空き家に建物利用現況を重ね合わせ、住宅系用途のみ対象に集計。

従来より人口が少な
い地域では人口減少
の影響で人がいなく
なるエリアも発生

■空き地の変化

１．富山市の市街地特性

人口減少下において
も一定の人口集積が
維持される都市部

【件】 【ha】

※R2空き家データは、R2調査時点のものにR5。８までの時点修正を加えた
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

■中心市街地における平面駐車場の変化（分布と数）

平面駐車場の数の変化

■空き家の分布 ■75歳以上高齢者（独居）の現状分布
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画
（２）住宅供給の傾向

本市での住宅供給は約９割が宅地整備による戸建て住宅であり、マンションなどの共同住宅は約１割となっています。

本市がこれまで居住を誘導してきた公共交通の沿線では、約９割が戸建て住宅であり、その多くが残存農地を使って宅地
整備をすることで住宅供給が進みました。その結果、まとまった農地などの開発余地は減少傾向にあることから、引き続き、
公共交通の沿線における住宅需要へ対応していくためには、増え続ける空き家や空き地を使った住宅供給の必要性が高ま
るものと考えられます。

また中心市街地においては、再開発事業やまとまった低未利用地を活用した民間開発による高層マンションなどの建設が
進んだことから、全体に比べ共同住宅が約１６％と大きい傾向にあります。さらに周囲には多くの低未利用地が点在している
ことから、引き続き住宅需要にあわせてマンションなどの開発による住宅供給が進むものと予想されますが、一方で、増え続
ける空き家や空き地を少なくとも適正に管理しなければ、生活環境の悪化につながる懸念があります。

■新築住宅着工件数の推移（2018-2022） ■公共交通沿線にあるまとまった農地（3000㎡以上）の推移

R15には開発余地
が消失する速度で
進行

※直近５年の開発許可面積の平均は約3,500㎡

■公共交通沿線の住宅供給と空き家や空き地の状況

84.4% 89.1% 92.6% 90.9%
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

（１）市民の自動車利用の状況

本市の世帯あたりの乗用自動車保有台数は、１．５２台／世帯と減少傾向にはありますが、依然として全国より高い水準
を維持しています。また、高齢化に伴い６５歳以上の高齢者の免許保有者数や保有率が増加していることから、外出時に
自動車を利用する市民の割合は約８割と依然として高い状況となっています。

■世帯あたりの自家用車保有台数 ■免許保有者数の推移

■移動の際に選択する交通手段

３ 車利用に偏った生活

高齢者が増加
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バス タクシー

（２）車を自由に使えない市民

車を自由に使えない市民（免許のない人、免許はあるが自由に使える車を持たない人）は、全体の約１4％であり、免許を
持たない１８歳未満などの若年層や７０歳以上の高齢者が多く、これらの市民は公共交通などの車以外の移動手段が選択で
きず、生活に困る場面があると考えられます。

１．富山市の市街地特性

（出典：令和４年富山市の公共交通に関する意識調査）

14.2% 85.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自由に使える車がない 自由に使える車がある

10代
31.5%

20代
11.1%

30代
6.1%

40代
3.2%

50代
8.0%

60〜64

歳 5.7%

65〜69

歳 8.9%

70歳以上
25.5%

■車を自由に使えない人の割合 ■車を自由に使えない人の年代

（出典：令和４年富山市の公共交通に関する意識調査）
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画
（３）公共交通の利用特性と課題

公共交通の利用者は、通勤・通学などのために、その７割以上が徒歩で自宅から駅やバス停に徒歩でアクセスしています。

調査によると、公共交通の種類や路線毎に市民が「公共交通を徒歩で利用している範囲」があり、現在、その範囲に６６％（用
途地域内では５７％）の市民が居住しています。

公共交通利用者はこれまでのコンパクトなまちづくりの推進により改善傾向に変化してきました。しかしながら今後の人口減
少により、沿線の人口が減少していけば、おのずと公共交通利用者は減少してしまうものと予測されます。

さらに、公共交通を取り巻く環境は厳しく、新型コロナウィルス感染症の影響などもあり収入の減少や担い手の不足などの公
共交通の持続性に関わる課題があります。

■各公共交通を徒歩で利用している範
囲

■公共交通を徒歩で利用している範囲と人口割合

■公共交通へのアクセス手段

（出典：富山市公共交通の利用実態調査（令和元年度））

■公共交通利用者数の実績と将来推計

うち用途地域内 ５７％

番
号

種別 徒歩で利用している範囲
（駅やバス停からの距離）

歩行時間
（推定）

１ あいの風とやま鉄道線 ７９０ｍ １４分

２ 地鉄本線 ７００ｍ １２分

３ 地鉄不二越・上滝線 ５９０ｍ １０分３０秒

４ 地鉄立山線 ７００ｍ １２分

５ JR高山本線 ７５０ｍ １３分

６ 市内軌道線 ６００ｍ １０分３０秒

７ 富山港線 ６００ｍ １０分３０秒

バス路線 ６００ｍ １０分３０秒

74.1%

11.1%

0.3%

12.8%
1.7%

徒歩

自転車

バイク

自動車

その他

（出典：富山市公共交通の利用実態調査（令和元年度））

※各沿線の徒歩で利用している範囲の総人口の増減より算出した概算推計値

※路線バスについて運行頻度の高い幹線バス路線の人口推移に基づき算出

減少傾向

増加傾向
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

■バス等の運転が可能な第二種免許の保有者数の推移

■収入の状況
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

（１）社会インフラの老朽化

本市は扇状地や氾濫平野に広がった市街地を有しており、道路は中核市の中で６位（４，０７９ｋｍ）となる総延長であり、都市
公園は中核市１位の数（１，１４３箇所）を有しているなど多くの道路や橋梁、公園、上下水道などの社会インフラがあります。

これらのインフラの多くは1960年代～1980年代の高度経済成長期以降に整備されており、橋梁であれば現時点で３５％が耐
用年数である５０年以上を経過しているとともに、下水道や水道も耐用年数を迎えつつあります。今後２０年のうちには橋梁は約７
割が、下水道や水道も４～８割程度が耐用年数を迎えることになり、補修や更新などの対応が必要になると予想されます。

■道路の整備状況 ■公園の整備状況

４ 膨張する都市管理コスト

（２）災害のリスク

近年、本市では2023年7月の線状降水帯を伴う豪雨や2024年1月の能登半島を震源とした地震など大規模な自然災害が
頻発・激甚化しており、市民の生命や財債、社会経済に甚大な被害が生じています。

特に本市は神通川と常願寺川の二大河川が貫流する複合扇状地上に市街地が形成されており、豪雨を起因とした洪水や内
水浸水、地震を起因とした津波や液状化、豪雨と地震を起因とした土砂災害などの災害リスクがあり、市街地の約９割は洪水に
よる浸水エリアとなっています。

■本市の主な災害ハザード

区分 災害ハザード情報
災害
レッドゾーン

地すべり防止区域
急傾斜地崩壊危険区域（災害危険区域を含む）
土砂災害特別警戒区域※16

災害イエロー
ゾーン

土砂災害警戒区域※16

津波浸水想定区域（津波災害警戒区域
を含む）

浸水開始時間

洪水浸水想定区域 L2：想定最大
規模

家屋倒壊等氾濫想定区域
（氾濫流・河岸侵食）
浸水継続時間

L1：計画規模
高頻度降雨規模

その他の災害
ハザード

震度分布（ゆれやすさマップ）
液状化分布（液状化マップ）
大規模盛土造成地
ため池浸水想定区域 浸水開始時間
内水浸水想定区域 L2：想定最大規模

L1：計画規模
内水浸水履歴

１．富山市の市街地特性

■市道橋の耐用年数を迎える割合
（橋長15ｍ以上の重要橋梁で架設年が明らかな230橋）
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

（３）財政状況・見通し

人口減少などの影響により税収は減少する見込みとなる中、高齢化の進展による扶助費の増加等もあり、都市を管理するた
め社会インフラの維持管理・更新や災害リスクへの対応等は限られた予算の中で進めることが必要になります。
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決算値 推計値

乖離が拡大する傾向

歳入の約4割を占める市税は40年後には約8％、
60年後には約15％減少する見込み

■一般会計規模の現状と見通し

■地震に起因する災害リスクの分布

呉羽山断層

2

（富山市洪水ハザード

マップ）

▼浸水深の目安

■豪雨に起因する災害リスクの分布
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

（１）生活行動と移動

市民は自宅の徒歩圏や各地域内だけでなくスーパーマーケットなどがある周辺の地域とつながり、移動を伴って生活をして
います。その特性から「細入・大沢野」、「婦中・八尾・山田」、「大山・富山南部」、「和合・富山北部」などはつながりをもった地域
生活圏であるといえます。

また通勤・通学の目的では、地域内での移動に次いで、富山駅や多くの事業所などがある富山中央地域との移動が多い傾
向にあります。

一方で、近年はネットショッピングや宅配サービスなどで買い物をする市民も増え、特にネットショッピングは年数回以上利用
する４０歳未満の市民は約９割となっており、移動を伴わないサービスも市民の日常生活の中では増える傾向にあります。

■地域間の移動（全目的）

５ 市民の意識や行動

12.9

9.8

45.8

36.4

15.6

26.9

31.9

26.1

11.2

19.4

53.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

18～39歳

40～59歳

60歳以上

(%)

週に５回以上 週に２～３回程度 週に１回程度
月に１～２回程度 年に数回程度 利用していない

■ネットショッピングの頻度

（２）居住地選択の意識

住み替えの予定や希望のある市民に
ついて、その約半数が中心市街地や公
共交通の沿線を居住地として選択する
意識をもっており、これから高齢になっ
ていく４０代から５０代はその傾向が顕
著となっています。

■住み替え希望エリア

１．富山市の市街地特性

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））

※市内希望のみ抜粋 （出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

現計画 本計画

■住まいの周辺にあってほしいもの

（３）必要な都市の機能

住まいの周辺には、日常生活に必要な買い物場所や病院、金融などの日常生活に必要な機能への要望が高くなっています。
一方で、中心市街地や各拠点では、飲食店や買い物場所など余暇を楽しむ商業施設や図書館・美術館などの余暇施設、総合
病院などの高次的な医療施設などが求められています。このように住まいの周辺と中心市街地や拠点はその求められる役割
が異なっています。

■中心市街地や拠点にあってほしいもの

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））
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第１章 まちづくりの理念と目標 １．富山市の市街地特性

前計画 本計画

（５）まちづくりへの市民参画の可能性

コミュニティ活動への参加は、現状で２割程度にとどまっていますが、人口減少などの都市の現状を認識した上での今
後の参加意向の回答は半数以上と意識が高まる傾向にあります。このため、市民の主体的にまちづくりへの参加によ
り、人口減少下において生じる様々なまちの課題に対応できる可能性があります。

9.8%

16.5%

12.7%61.0%

0.9%

定期的に参加している

ときどき参加している

あまり参加していない

参加していない

その他

■地域活動への参加意識

現状 今後の意向

（４）これからのまちづくりに必要な取組

これからのまちづくりで必要な取組として、「公共交通の活性化」を６割の市民が求めており、次いで「空き家や空き地の利活
用や適正な保全」を約半数の市民が求めています。また「福祉機能の維持や充実」「日常生活に必要な商業サービスの維持や充
実」「災害対策の推進」「インフラや公共施設の維持管理」といった現状の生活を支えるサービスや安全対策への取組が求めら
れています。
■これからのまちづくりに必要な取組

4%

16%

17%

19%

19%

20%

21%

21%

22%

23%

27%

28%

34%

41%

46%

47%

49%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

産業集積の維持や活性化

道路の整備

郊外の大規模集客施設の維持や活性化

魅力ある景観の保全

無秩序な市街地開発の抑制

みどりの維持や利活用

地域コミュニティの活性化

レクリエーション空間の整備

新たな産業・ビジネスの創出

新たな交通サービスの創出

中心市街地の活性化・にぎわい創出

インフラや公共施設の維持管理

災害対策事業の推進

日常生活に必要なサービスの充実

福祉機能の維持や充実

空き家や空き地の利活用や適正な保全

公共交通の活性化

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年
度））

（出典：富山市のまちづくりに関するアンケート調査（令和５年度））



本市では、市街地の外延化を背景として、自動車への依存が高く、バス・鉄軌
道などの公共交通は衰退の一途をたどっています。また市内電車沿線のような
公共交通の利便性の高い地区は、市域の限られた地区となっています。

このため、車を自由に使えない市民にとって、極めて生活しづらい状況となっ
ています。2005年（Ｈ３７年）には、本市の後期高齢化率（75歳以上）が約
20％になると予測されており、車を自由に使えない人が、今後さらに増加しま
す。
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第１章 まちづくりの理念と目標

１） 車を自由に使えない市民にとって、極めて生活しづらい街

２） 割高な都市管理の行政コスト

３） 都心部の空洞化による都市全体の活力低下と魅力の喪失

本市では、市街地の外延化を背景として、自動車への依存が高く、バス・鉄軌
道などの公共交通は衰退の一途をたどっています。また市内電車沿線のような
公共交通の利便性の高い地区は、市域の限られた地区となっています。

このため、車を自由に使えない市民にとって、極めて生活しづらい状況となっ
ています。2005年（Ｈ３７年）には、本市の後期高齢化率（75歳以上）が約20％
になると予測されており、車を自由に使えない人が、今後さらに増加します。

市街化の外延化は、都市部の空洞化を引き起こします。活発な経済活動によ
り、大きな税収を生んできた都市部の活力が低下することで、都市部の地価は
下落し、ひいては固定資産税の減少につながります。自主財源である税収の低
下は、公共サービスの低下を招くことになります。

また、都心部は、本市の顔となる空間であり、都市の個性を喪失しては、これ
からの都市間競争に勝てないこととなります。

１ 現状の課題認識 １ 現状の課題認識

前計画 本計画

本市では、公共交通の活性化をまちづくりの基本方針に掲げ、様々な取組みを進めてきており、減少が続いていた公共交通
の利用者は維持、もしくは増加に転じています。

しかし、今後は、加速する人口減少によって通勤や通学する市民が減少することが予測され、さらには、運転手などの担い手
不足、運行コストの上昇など、公共交通を取り巻く環境は厳しさを増していることから、その持続性が脅かされています。

このため、中高生や高齢者をはじめとする車を自由に使えない人にとって、極めて生活しづらいまちになるおそれがあります。

（１）公共交通の持続性が低下し、極めて生活しづらい“まち”

（２）“まばら”な市街地と“まち”の老朽化

（３）拠点性の低下による都市全体の活力・魅力の喪失

これまでのコンパクトなまちづくりにより、便利な公共交通沿線の居住人口は増加傾向に変化しています。

しかし、高齢化率が高く、核家族化が進む既成市街地では、空き家・空き地が急速に増加しており、 “まばら”な市街地へと変
化しつつあります。特に、公共交通沿線においては、これらの空き家・空き地が、再び宅地として活用されなければ、「市街地の再
外延化」につながるおそれがあります。

また、高度経済成長期に整備した既成市街地の道路や公園、上下水道等の社会インフラは、その多くが更新時期を迎えます
が、加速する人口減少がもたらす財政力の低下により、適切に維持管理・更新していくことが難しくなるおそれがあります。

生活のデジタル化によって外出機会が減少する中、車でのアクセスを前提とした沿道施設等の立地や中心市街地をはじめとし
た拠点形成により今後も車利用を中心とした市民生活が続けば、駅等の徒歩圏にある中心市街地や地域生活拠点の都市機能
が成り立たなくなり、歩きたくなるまちの魅力喪失につながります。

中心市街地や地域生活拠点は、商業や業務、文化等の多様な都市機能が混在する「まちの個性」が感じられる場所であり、そ
こに市民が集い、様々な活動を生み出してきたことで、まちが鼓動する「まちの顔」となる場所です。その拠点性が低下しては、都
市全体の活力や魅力の喪失につながるおそれがあります。

２０年近くにわたり取り組んできたコンパクトなまちづくりによって、市街地の外延化は抑制され、市街地の低密度化に一定の
歯止めがかかっています。

このため、将来市民に向けた持続可能な都市構造に変化しつつあり、引き続き、コンパクトなまちづくりの重要性に変わりはあ
りませんが、本市の人口は２０２５年から２０４５年までに約１割減少することが予測されており、人口減少時代はこれからが本番
です。今後は、これまで増加してきた世帯数だけでなく、高齢者数さえも減少に転じる見通しで、加速する人口減少は、市街地に
様々な影響を及ぼし、まちの問題はより複雑化・深刻化するおそれがあります。

人口減少時代はこれからが本番。“まち”の問題は複雑化・深刻化するおそれ

２．まちづくりの理念 ２．まちづくりの理念

（４）社会情勢等による都市環境の変化
「頻発・激甚化する自然災害」「温暖化が進む地球環境」「デジタルやDXの進展」「働き方や暮らし方の多様化」など都市を取り

巻く環境や市民の価値観は大きく変化しています。

特に自然災害については、本市は神通川と常願寺川の二大河川が貫流した扇状地及び氾濫平野に位置し、市街地の約８割
が洪水浸水想定区域に含まれるなど、災害リスクのある地勢にあり、近年では本市ではじめての線状降水帯の発生や液状化の
被害などがあった能登半島地震の発災もあり、都市の安全安心が脅かされています。

このような都市環境の変化に対し、必要な対応をとらなければ、安全や安心、快適性といった都市の持つ機能を損なうおそれ
があります。



28

第１章 まちづくりの理念と目標 ２．まちづくりの理念

現状の課題認識を踏まえ、まちづくりの理念を定めます。

これからの本市のまちづくりにおいては、今後の人口減少と超高齢化に備え『鉄軌
道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業務、文化等の
都市の諸機能を集積させることにより、公共交通を軸とした拠点集中型のコンパク
トなまちづくり』の実現を目指します。

現状の課題認識を踏まえ、まちづくりの理念を定めます。

これからの本市のまちづくりは、本格的な人口減少の中で、ピークを迎える高齢者数や世帯数の減少等の新たな変化を
見据え、公共交通をはじめとする都市の資源を活かした“次世代につなぐ都市リノベーション（再構築）”を推進し、引き続き
『公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり』の実現を目指します。

概念図 公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり～次世代につなぐ都市リノベーション～

富山市が目指すお団子と串の都市構造

串 ：一定水準以上のサービスレベル

の公共交通

お団子：串で結ばれた徒歩圏

目指すお団子と串の都市構造

串 ：一定水準以上のサービスレベル

の公共交通

お団子：串で結ばれた徒歩圏

概念図

２ まちづくりの理念 ２ まちづくりの理念

前計画 本計画
２．まちづくりの理念 ２．まちづくりの理念
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第１章 まちづくりの理念と目標

３ まちづくりの進め方（基本方針）

前計画 本計画

公共交通の活性化
公共交通沿線地区への居住推進
中心市街地の活性化

公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり
参考：現行の３本柱（都市マスでの明記はない）

本市のまちづくりの最大の特徴は、恵まれた公共交通網の活性化を、コンパクトなまちづくりの基本方針に位置付けていることです。

公共交通は、単なる移動手段にとどまらず、健康増資や環境負荷の低減、地域経済の活性化といった多面的な価値があります。

引き続き、公共交通を本市のまちづくりの基軸と位置づけ、交通事業者や多様な関係者との連携・協力のもと、公共交通に関する新技術を活用し
た快適な交通サービスの提供や、多様な交通モードの連携強化によるシームレス（継ぎ目なし）な交通体系の確立など、持続可能な公共交通へ再
構築します。

目指すまちの目標の実現に向けて、まちづくりの基本方針となる、進め方を示します。

１．多面的な価値をもたらす持続可能な「公共交通の活性化」

本市が目指すコンパクトなまちづくりは、郊外居住を否定するものではなく、市民が公共交通沿線での居住か郊外居住かを選択できることが大
切です。

しかし、子育て世代を中心とした一定の住宅需要については、市街化されておらず、宅地を供給しやすい郊外と比べ、土地利用が進んでいる公
共交通沿線は競える状況にありません。特に、高齢化率が高く、核家族化が進む既成市街地では、空き家・空き地が急速に増加することから、再び
居住地として選択できる環境を提供していく必要があります。

また、市民の生活実態から、公共交通を徒歩で利用している範囲を含めて居住を推奨するとともに、市民が自分や家族のライフステージにおい
て、車を運転できない時期があることや、車と公共交通をバランスよく利用することを意識した公共交通志向型の居住地選択を促し、長期的に都
市がコンパクト化していく方向へ誘導します。

２．市民が公共交通利用を意識した居住地選択ができる「公共交通志向型居住の推進」

市民が公共交通沿線での居住を選択し、公共交通利用を通した持続可能な都市を実現するためには、公民連携や協働により、本市の顔である
中心市街地をはじめ、各地域に根差した文化や歴史資源、産業などの特性や魅力を活かした、目的地となる拠点づくりが重要です。

このため、中心市街地では、民間事業者による良質な活動を生み出し、質の高い魅力的で寛容な都市空間を形成を目指すとともに、車利用を抑
制しながら、「公共交通」や「徒歩」による歩きたくなるウォーカブルなまちづくりを推進します。

また、その他の地域生活拠点では、公共交通の結節性や都市機能の立地、地域に根付く文化や環境等を踏まえながら、地域コミュニティの核と
なる拠点づくりを進めることで、全市的にコンパクトなまちづくりを推進します。

３．拠点ごとの豊かな都市活動を生み出す「中心市街地をはじめとした魅力ある拠点づくり」

本格的な人口減少と世帯数の減少が進行する局面においては、社会インフラの増加を伴う新たな市街地整備は極力抑制し、将来市民に負担を
残さない持続可能な都市経営を推進する必要があります。

このため、引き続き、線引き都市計画区域を拡大するような規制を強化する手法は取らないものの、市街化調整区域をはじめとする開発コント
ロールを保ち、市街化区域においても自然と調和した土地利用を推進します。

また、激甚化する災害リスクなども踏まえ、社会インフラの老朽化対策や更新を進めるとともに、住環境を悪化させる空き家・空き地の適正管理を
推進するなど、行政だけでなく、民間事業者や不動産事業者などと連携しながら、市全域を見渡した適切な都市マネジメントを推進します。

４．人口減少下における道路・土地・建物などの総合的な「都市マネジメントの推進」

４ 富山型コンパクトなまちづくりの進め方

１. 規制強化ではなく、誘導的手法が基本

コンパクトなまちづくりを進めるにあたっては、線引き都市計画区域を拡大するよ
うな規制を強化する手法はとらないものとします。

都市が拡大成長する右肩上がりの時代であれば、無秩序な市街地の拡大を抑制す
る手法として、規制による都市計画は有効です。しかし、人口が減少し、都市が縮退
する局面では、全体として市街地の密度が薄まるため、市街化すべき区域と、市街
化を抑制すべき区域を新たに設定するといった規制的手法は馴染みません。

むしろ、駅等を中心とした徒歩圏における街の魅力を高めることで、そこに住みた
いと思える市民を増やしていく誘導的手法が基本となります。

ただし、中心商店街と住み分けできない大規模な商業施設や、郊外住宅のバラ建
ちなどは適正化のための規制を行います。

２. 市民がまちなか居住か郊外居住かを選択できるようにする

本市が目指すコンパクトなまちづくりは、郊外居住を否定するものではなく、優良
な開発は認めます。

ただし、現状において、本市の住まいの選択肢は、都心部に魅力的な商業施設や
質の高い集合住宅、快適な生活等が不在で、まちなか居住は、郊外居住と競える状
況にありません。

このため、市民がまちなか居住と郊外居住のいずれもが選択できる環境を提供し
ながら、長期的には、都心部を選択する市民が増え、都市がコンパクト化していく方
向へ誘導していきます。

３. 公共交通の活性化によるコンパクトなまちづくりを推進

本市の取組みの最大の特徴は、恵まれた鉄軌道網の活性化を、コンパクトなまち
づくりの実現化手法の大きな柱とすることにあります。

鉄軌道網、バス等の公共交通を活性化させ、駅やバス停の徒歩圏で居住を推進
するとともに、生活に必要な機能の集積を促進します。

４. 各地域での拠点の整備により全市的にコンパクトなまちづくりを推進

コンパクトなまちづくりは、都心部だけのまちづくりでありません。鉄軌道をはじめと
した公共交通の沿線に、地域の核となる拠点を整備し、全市的にコンパクトなまちづ
くりを推進します。

２．まちづくりの理念 ２．まちづくりの理念
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第１章 まちづくりの理念と目標 ２．まちづくりの理念

３ 富山型コンパクトなまちづくりの特徴 ４ これからの富山型コンパクトなまちづくりの特徴

前計画 本計画

現状では、徒歩圏（お団子）に居住していても、車を利用して都心部などの拠点へアクセスしてしまいます。また、将来、公
共交通の衰退により拠点などへのアクセス手段が不足する可能性もあり、車を使えない市民にとっては、拠点にある機能を
享受できなくなるおそれがあります。
本市が進めるこれからのコンパクトなまちづくりでは、様々な機能や機会が得られる拠点を生み出し、鉄軌道やバスなど

の結節性や利便性を高めた利用したくなる公共交通（串）によりつなぐことで、徒歩と公共交通による多様な都市内移動や
活動を享受できる豊かな生活の実現を目指します。

串（公共交通）と団子（徒歩圏）によるコンパクトなまちづくりの基本概念

串（公共交通）と団子（徒歩圏）によるコンパクトなまちづくりの基本概念

現状では、徒歩圏（お団子）において、日常生活に必要な機能が揃っておらず、
車を利用しないと生活しづらい状況になっています。また、車を自由に使えない
市民にとっては、極めて不便な状況となっています。
富山型コンパクトなまちづくりでは、鉄軌道やバスなどの公共交通の活性化を

図るとともに、徒歩圏（お団子）を公共交通（串）でつなぐことにより、自動車を自
由に使えない市民も、日常生活に必要な機能を享受できる生活環境の形成を目
指します。

１. 徒歩と公共交通による生活の実現

２．まちづくりの理念 ２．まちづくりの理念

１. 徒歩と公共交通がもたらす豊かな生活の実現
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第１章 まちづくりの理念と目標 ２．まちづくりの理念

３．富山型コンパクトなまちづくりの特徴 ４ これからの富山型コンパクトなまちづくりの特徴

前計画 本計画

公共交通の利用を意識（志向）した生活を生み出すためには、公共交通が利用しやすい環境を整え、居住地として選択す
る市民を増やすことが必要です。
このため本市では、一定水準以上のサービスレベルを有する公共交通を軸として設定し、その沿線の徒歩圏（鉄軌道５００

ｍ、バス停３００ｍ）に居住を誘導する（居住誘導区域）とともに、将来にわたる公共交通の持続性や拠点性を高める上でも、
その外側において、市民が徒歩で利用する範囲（利用圏域）での居住を推奨します。ただし、居住誘導区域と同様に、用途
地域などの既存の都市計画制度の範囲とし、それ以外の地域では過度な住宅供給を抑制することで、自身や家族が公共
交通を志向するライフスタイルを送る市民を生み出していきます。
これにより、中長期的には、公共交通軸の沿線ではなだらかで、高い人口密度となる人口分布を目指します。

公共交通の徒歩圏（お団子）とその周辺（利用圏域）

富山型コンパクトなまちづくりの都市構造

コンパクトなまちづくりが目指す都市構造は、大きく二つに分けることが出来ま
す。
一つは、人口や諸機能を高密度に集積させた都心部を中心に、同心円状に密度
が低くなる構造、いわゆる一極集中型とした都市構造です。
もう一つは、鉄軌道をはじめとする公共交通を軸として設定し、その沿線の徒

歩圏に居住や商業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させるクラスター型注）
の都市構造です。
同心円を基本とした一極集中型の都市構造は、一定の範囲に住まうことによ

り、都市施設の維持管理コストや福祉・ゴミ収集など巡回の必要な行政コストを
抑制できるメリットがあります。
しかし、多様化する住民のライフスタイルへの対応や公共交通機関をはじめとし

た既存ストックを活用した、誰もが「歩いて暮らせる」まちを実現するという視点
は必ずしも組み込まれていません。
そこで、富山型コンパクトなまちづくりでは、都心部を中心とした同心円状の一

極集中型の都市構造ではなく、徒歩圏（お団子）と公共交通（串）から成るクラス
ター型の都市構造を目指しています。

注）クラスターとは、「ぶどうの房」のこと。一極集中に対し、多核型の構造をクラス
ター型という。

２. お団子と串の都市構造

２．まちづくりの理念 ２．まちづくりの理念

２. 公共交通を志向する居住の推進

公共交通軸の種類 徒歩圏の範囲 利用圏域の範囲

あいの風とやま鉄道線 ５００ｍ ７９０ｍ

地鉄本線 ５００ｍ ７００ｍ

地鉄不二越・上滝線 ５００ｍ ５９０ｍ

地鉄立山線 ５００ｍ ７００ｍ

JR高山本線 ５００ｍ ７５０ｍ

市内軌道線 ５００ｍ ６００ｍ

富山港線 ５００ｍ ６００ｍ

バス路線 ３００ｍ ６００ｍ

■令和２年度 「公共交通利用実態調査」における利用圏域

※利用圏域（用途地域内）には、
全人口の約６割（約２３万人）が居住
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第１章 まちづくりの理念と目標 ２．まちづくりの理念

コンパクトなまちづくりを実現するため、人口の減少が顕著であった都心・地域の
拠点等の既成市街地において、公共交通の活性化をはじめとした街の魅力を高め
ることにより、これまで人口が増加した郊外からの転居を促進します。

また、過疎化により人口が減少している農山村地域では、生活を営む上で必要な公
共交通を維持することなどにより、人口の現状維持を目指します。

前計画 本計画
５ コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の考え方

コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の関係

全市的な人口減少は避けられない中、コンパクトなまちを実現するためには 都心や地域の拠点等の既成市街地にお
いては、公共交通の活性化をはじめとした街の魅力を高めることなどにより、引き続き公共交通の便利な地域へ居住を
誘導していきます。

一方、人口減少がより進むと考えられる郊外や中山間地域では、地域や公民連携・新技術の活用等により生活を営
む上で必要な公共交通のサービス水準の低下を抑制することなどから、市民生活を支えていきます。

コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の関係

２ まちづくりの理念

５．コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の考え方
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コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の関係

前計画 本計画
５ コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の考え方

・郊外の開発により、広
く薄い市街地を形成

・公共交通の利便性が高
いところは限られてお
り、日常生活では自動
車に依存

こう変えたい

・公共交通の活性化によ
り沿線の利便性を高
め、中長期的に人口密
度を高めていく

第１章 まちづくりの理念と目標 ２．まちづくりの理念

こう変えたい

・公共交通の活性化と沿線の
利便性の向上を引き続き進
め、公共交通を志向する生
活環境を生み出し、中長期
的に公共交通沿線での人口
密度を高める

コンパクト以前

現在

将来

・人口の社会増は郊外から公
共交通の沿線など市街化区
域等を中心に変化

・市民が移動に対し自動車だ
けでなく、公共交通を選択
する傾向

こう変わった

コンパクトなまちづくりと公共交通活性化の関係

・郊外の開発により、広く
薄い市街地を形成

・公共交通の利便性が高い
ところは限られており、日
常生活では自動車に依存
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前計画 本計画

第１章 まちづくりの理念と目標 ３．まちづくりの目標

「公共交通の活性化によるコンパクトなまちづくり」によって目指すまちづ
くり目標を次のように設定します。

１ 車を自由に使えない人も安心・快適に暮らすことができるまちづくり

車を自由に使えない人も、商業・医療・福祉・行政サービスなど日常の生活サービ
スを享受できる生活環境の形成を目指します。

このため、鉄軌道やバスなどの公共交通の活性化を図ることにより、既成市街地
等の鉄道駅やバス停を中心とした徒歩圏において、人口や日常生活に必要な諸機
能の集積を促進します。

２ 郊外での居住やまちなかでの居住など多様な住まい方を選択できるまち
づくり

ライフスタイルの多様化に応えるとともに、家族構成の変化などに応じて、広い敷
地で車を利用する郊外居住や、除雪の負担が少なく、歩いて暮らせるまちなかでの
居住など、多様な住まい方を選択できるまちづくりを目指します。

このため、都心部に加えて、公共交通の利便性の高い既成市街地での居住を推
進します。また、公共交通の利便性の高い既成市街地以外では、地域に応じて生活
に必要な道路や下水道などの整備、農業活動等に必要な整備を進めます。

３ 地域ごとの拠点育成による拠点集中型のまちづくり

都心部のほか、生活圏としてのつながりある地域のまとまりごとに、都市機能の集
積など既存のストックを活かした拠点を育成する拠点集中型のまちづくりを目指し
ます。

都心においては、商業・業務・芸術文化・娯楽・交流など、本市の「顔」にふさわしい
広域的な都市機能の集積を図ります。地域ごとの拠点においては、身近な商業など
日常生活に必要な諸機能の集積促進や、地域の「顔」となる地域資源を活かしたま
ちづくりを進めます。

４ 川上から川下までの豊かな自然を守り、育てるまちづくり

川上から川下まで広範な面積をもつ本市の特性を踏まえ、山・川・海など豊かな自
然環境を守り、育てるまちづくりを目指します。

市街地周辺の農地及び自然環境の保全を基本とし、住宅等のバラ建ちなど単発
的な開発による市街地の無秩序な拡大を抑制します。また、中山間地域では、生活
交通の確保をはじめとした定住環境の維持に努めます。

「公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり～次世代につなぐ都市リノベーション～」によって

目指すまちの目標を次のように設定します。

１ 車を使わなくても安心・快適な暮らしを実感できるまち

車を自由に使えない人はもとより、日常的に車を利用する人も、徒歩や公共交通を中心とした移動によって、商業・業務・
医療などの既存の都市機能を享受し、安心で快適な暮らしを実感できるまちを目指します。

このため、鉄軌道やバスなどの公共交通の活性化を図ることにより、市民の多様な移動手段を支え、既成市街地等の鉄
道駅やバス停を中心とした徒歩圏内や拠点間の移動がしやすい環境を整えます。

２ 市民のライフステージ等に応じた多様な住まい方が選択できるまち

市民のライフステージやライフスタイルの多様化に応えるため、空き家や空き地などの既存ストックの流通や活用、再編を
促し、既成市街地等を中心とした多様な住まいや生活環境を選択できるまちを目指します。

このため、都心部や公共交通の利便性の高い既成市街地での居住の推進に加えて、市民が歩いて公共交通を利用する
範囲での居住を推奨します。また、公共交通の利便性の高い市街地以外では、過大な市街地の拡大を抑制しながら、既成
市街地での社会インフラ等の維持に努めます。

３ 地域の個性が発揮された拠点集中型のまち

中心市街地をはじめ、生活圏としてつながりのある地域のまとまりごとに、地域の個性となる既存の都市機能や交通環
境、歴史や文化などを活かした、多様な拠点を形成する拠点集中型のまちを目指します。

都心においては、本市の「顔」にふさわしい広域的な都市機能の集積を図るとともに、居心地のよい、歩きたくなるなる拠
点づくりを進め、地域ごとの拠点においては、地域資源を活かし、個性があり地域の「顔」となる拠点づくりを進めます。

４ 豊かな自然を守り育てる、環境に優しいまち

川上から川下まで広範な面積をもつ本市の特性を踏まえ、山・川・海など豊かな自然環境を守り育て、市民が身近にある
豊かな自然を感じられる、環境に優しいまちを目指します。

このため、都心部をはじめとした拠点では、緑地や街路樹などを整備・保全し、都市のアメニティを高めるとともに、農山村
地域等では、市民との協働により地域コミュニティづくりや生活交通の確保に努めます。

４．まちづくりの目標 ３．まちづくりの目標
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４ 地域別構想作成に向けた分析・検討

・都市マスタープランにおいては、コンパクトなまちづくりの単位として、歴史的なつながりや一体性、まとまりから１４の地域生活圏を設定している。
・今回、地域別構想の作成に向け、１４地域別で土地利用の状況や人口動態、施設状況などを整理した地域別カルテを作成した。（詳細は別冊）

１４の地域生活圏と地域生活拠点の位置

抽出したデータ一覧

地域名 地域生活拠点

富山中央 総曲輪及び富山駅周辺（広域的な拠点である都心が地域生活拠点を兼ねる）

富山北部 東岩瀬駅周辺

和合 和合コミュニティセンター周辺

呉羽 呉羽駅南〔（主）富山高岡線沿道〕

富山西部 富山大学周辺

富山南部 南富山駅周辺

富山東部 不二越駅周辺

水橋 水橋中部地区センター周辺及び水橋駅周辺

大沢野 大沢野行政サービスセンター及び笹津駅周辺

大山 上滝駅周辺

八尾 八尾行政サービスセンター周辺及び越中八尾駅周辺

婦中 速星駅周辺

山田 山田中核型地区センター周辺

細入 楡原駅周辺

作成したカルテ（イメージ）

頁 分類 内容 整理方法 出典 

１ 概要 ・位置、特性など 文章、図 富山市資料 

人口・世帯 ・人口、世帯の推移、見通し グラフ 都市マス現況分析 

・年齢 3 区分の割合の推移、見通し グラフ 都市マス現況分析 

・人口分布（過去、現在、将来）、高齢独居世帯分布 図面 都市マス現況分析 

・自然増減・社会増減・人口増減 グラフ 都市的指標 

・従業地・通学地別就業者・通学者の割合 グラフ 国勢調査 

・産業（大分類）別就業者数の割合 グラフ 国勢調査 

２ 法規制 五地域区分、区域区分・用途地域 図 国土数値情報 

都市計画基礎調査 

・土地利用 

 

・土地利用現況、建物利用現況 図 
都市計画基礎調査 

・土地利用面積別構成比、建物利用面積別構成比 グラフ 

３ 

 

・住居系建物における空き家数の変化 

・空き家の分布 

グラフ 

図 
都市マス現況分析 

・低未利用地及び平面駐車場の変化 

・低未利用地及び平面駐車場の分布 

図/グラ

フ 

都市マス現況分析 

・市街地整備動向（第一種市街地再開発事業、土地

区画整理事業、開発許可） 
図 

都市計画基礎調査 

・新築動向 グラフ 都市計画基礎調査 

・生活利便施設の立地、利用圏域人口 

（地区センター、スーパー、コンビニ、ドラッグスト

ア、医療施設、高齢者福祉施設、子育て施設、金

融機関） 

図、表 都市的指標調査 

4 交通 ・道路ネットワーク（都市計画道路、主要な道路） 図 富山市資料 

・公共交通網、駅・バス停の徒歩圏域 図 富山市資料 

・自動車保有状況 グラフ アンケート 

・外出時の交通手段 グラフ アンケート 

公園・緑地 ・公園及び住区基幹公園の誘致圏の分布 図 富山市資料 

・公園数及び公園面積 表 富山市資料 

供給処理

施設 

・上水道配水管の分布（×人口メッシュ） 図 富山市資料 

・下水道管渠の分布（×人口メッシュ） 図 富山市資料 

５ 防災 ・津波浸水想定区域、液状化危険度、土砂災害警戒

区域等 

図 富山市資料 

・浸水想定区域（Ｌ２）、土砂災害警戒区域等 図 富山市資料 

・家屋倒壊等氾濫想定区域、土砂災害警戒区域等 図 富山市資料 

・浸水継続時間、土砂災害警戒区域等 図 富山市資料 

６ 地域資源 ・主な地域資源の分布 

・主要施設の観光入込客数 

図 

グラフ 

富山市資料  

市民意識、 

生活行動 

・主な活動の行先 グラフ アンケート 

・主な活動における市内の行き先 グラフ アンケート 

・住み替え予定地や希望地 グラフ アンケート 

・地域コミュニティ活動への参加状況と今後の参加

意欲 

グラフ アンケート 

・住まいの周辺にあってほしいもの グラフ アンケート 

・まちなかや拠点にあってほしいもの グラフ アンケート 
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４ 地域別構想作成に向けた分析・検討

地域別での土地利用の違い

＜土地利用＞

・富山中央地域は都市的土地利用が最も進んでいるエリアであり、住宅用地や商業用地の割合が最も高い

・次いで都市的土地利用が進んでいるエリアは、富山北部、富山西部、富山東部地域であり、住宅用地や

商業用地の割合が富山中央地域に次いで高く、また特に富山北部は工業用地の割合が最も高い

・大沢野、大山、八尾、婦中、山田、細入地域は中山間地域を有しており山林や田畑などの自然的土地利

用が７割以上と全市平均より高く緑豊かなエリアであり、その中において大沢野や婦中地域は都市的土

地利用が２～３割程度となっている

・和合、呉羽、富山南部、水橋地域は、自然的土地利用が５～６割を占める一方で、住宅用地が１割以上、

商業用地も一定程度あるエリアである

＜低未利用地＞

・低未利用地及び平面駐車場の面積は全体としてはほぼ横ばい傾向だが、都市的土地利用に占める割合は富山中

央や呉羽地域などでは全市と比べ高い割合の傾向

・空き家はほとんどの地域で維持もしくは増加傾向にあり、特に和合、呉羽、水橋地域などでその割合は大きく

増加の傾向

■土地利用面積別構成比

■低未利用地（平面駐車場含む）面積と都市的土地利用に占める割合の変化

■住居系建物における空き家数と空き家率の変化

※H27空き家にはH30都市計画基礎調査、R2空き家にはR5の都市計画基礎調査の建物現況を付与。
※経年比較のため、富山南都市計画区域の範囲は、R5においても都市計画区域を対象とした。

出典：都市計画基礎調査（R5：土地利用現況）

出典：都市計画基礎調査（R5：建物利用現況）、富山市資料（空き家調査）

自然的土地利用（市全体８７％）
都市的土地利用

＜凡例＞

都市的土地利用主体

自然的土地利用主体

＜凡例＞
低未利用地の割合が
少ない

多い

和合 富山北部

水橋

富山中央

富山東部

富山西部

呉羽

婦中
富山南部

大山

大沢野

細入

八尾

山田

＜凡例＞
空き家の割合が
大きく増加

維持もしくは減少

（市全体１３％）
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４ 地域別構想作成に向けた分析・検討

地域別での人口や世帯の推移・見通しの違い

■人口の推移と見通し（５年単位）

・富山中央や富山東部、大沢野地域は、社会増を概ね維持しているとともに、富山北部や富山西部

地域では概ね社会減から社会増の傾向に変化

・一方、呉羽、水橋、大山、八尾、山田、細入地域は、社会減が続いているとともに、和合や婦中

地域においては社会増から社会減の傾向に変化

・富山中央地域をはじめ多くの地域で継続的に人口減少が進む中、富山南部地域は近年をピークに減

少に転じ、富山東部地域はこの5年程度をピークに減少する見込み

・婦中地域は現状の人口規模が2040年頃まで維持されるが、その後減少に転じる見込み

■社会増減の推移

出典：富山市資料

出典：富山市資料

・全市的には今後１０年程度にピークを迎えると見込まれるが、山田や細入地域はすでに継続的に

減少し、富山北部、和合、呉羽、水橋、大沢野、八尾地域は、現在が世帯数のピークであり、今

後は減少する見込み

・また、富山中央や富山西部、富山南部、富山東部、婦中地域は、計画期間後半にピークを迎える

■世帯の推移と見通し（５年単位）

■高齢化率の推移と見通し

・全体として高齢合が進む傾向の中、婦中、富山西部、富山東部、富山南部、富山中央地域は30％
以下で、大沢野、富山北部、呉羽地域は概ね30％であり、今後も同水準を維持する見込み

・和合、大山、八尾、水橋地域は現時点で34～40％であるが、今後はさらに高齢化が進行し、

2045年には40％以上となる見込みで、特に大山地域は顕著に増加し、50％近くとなる見込み

・山田や細入地域は、既に45％前後で高い高齢化率であるが、2045年には50％以上となる見込み

出典：富山市資料

出典：富山市資料
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５ 地域別構想作成に向けた市民等との意見交換

第２回WS

【１１月～12月】

第１回WS

【９月～10月】

１ 概要
次期都市マスタープランの策定に向けて、市民に広く今後の社会情勢の変化やこれから

のまちづくりについて情報発信するとともに、各地域の魅力等に関して、地域住民と意見
交換を行い、その意見を計画に反映させることを目的に「都市マスタープラン市民ワーク
ショップ」を開催する。

富山中央富山西部

和合
富山
北部

呉羽

水橋

富山東部

婦中

山田 八尾 大沢野

細入

大山富山南部

神
通

川

常
願

寺
川

富山湾

中山間

図 １４地域生活圏を５グループに分類

表 生活圏グループの参加者属性と人数規模

２ 開催内容
日常生活のつながりや地形条件から１４の地域生活圏を５つのグループに区分し、これ

からのまちづくりの人材となりうる人選を前提に、住民・事業者・学生の参加により、各
グループ２０名～３０名規模で開催する。

３ スケジュール

事前学習（郵送）
学生WS

【8月】

参加者募集

【６月～７月】
①事前学習【８月・資料送付】
・ワークショップの目的や本市のまちづくり方針及び取組を示した資料を送付

②学生ワークショップ【８月９日】（１日間）
・参加予定の大学生を対象に、これからの社会情勢の変化や本市のまちづくり
方針及び取組を学ぶとともに、「都市の魅力」や「魅力を活かすための取組や
改善点」について提案するワークショップを開催
（成果は第１回ワークショップで参加者に共有）

③第１回ワークショップ（３時間程度）
・これからの社会情勢の変化や本市のまちづくり方針及び取組に理解を深める
とともに、地域生活圏毎に、「これからのまちづくりに生かせる魅力（現状の
強みや活かせていない特性）」を整理

④第２回ワークショップ（３時間程度）
・第１回の成果を確認しながら、「魅力を活かした地域の将来像」を整理する
とともに「将来像を実現するための取組」の提案
・またワークショップの成果や効果の確認を目的に、終了後に参加者全員を対
象とした本市のまちづくりへの理解度や評価に対するアンケート調査を実施

事前検討内容

市全体及び
広域圏や地域生活圏毎

の基本データ

①事前学習（資料送付）

富山市のコンパクトな
まちづくりについて

参加者に対し、第１回ワークショップの事前学習
資料を送付し、身の回りや対象の地域等を課題意識
を持ち、まちを見る時間を確保する。

また第１回のワークショップが円滑に実施できる
よう「事前検討内容」を提示し、各個人で考える時
間を確保する。

都市マスタープラン
地域別ワークショップ

の概要と目的
事前検討内容
・富山市全体の都市の魅力
・対象エリアの魅力
・対象エリアは富山市全体にとってどんな場所か
など

②学生ワークショップ

参加予定の大学生（学生２０名（５グループ）程度を想定）を対象に、事前学
習の内容を含めた本市のまちづくりに関する座学と、各エリアを対象に議論し発
表するワークショップを行う。

各ファシリテータはエックス都市研究所
が行う。

ワークショップの内容
・各エリアの魅力マップ作成
・魅力を向上するための取り組みや

改善点の提案

・本市のまちづくりへの理解
・学生の視点による将来像や取組の提案

４ ワークショップの着眼点

社会情勢の変化 魅力
(現状の強み、活せていない特性)

課題

機会
・健康志向の高まり
・多様な生活スタイルの志向
・IT技術の普及 など

魅力をより高める 改善（大変に
難しい）

脅威
・人口減少、担い手不足
・経済の縮小
・自然災害の増加 など

魅力を活かして脅威に対応 改善（大変に
難しい）

今回のワークショップでは、本市のまちづくりへの理解を深めるとともに、人口減
少下において各地域の魅力を活かすまちづくりを考える観点で議論を進める。

魅力を活かす議論の範囲

全体ファシリテータ（体制）

各テーブル ５～６名程度

各班ファシリテータ

グループ 住民
商業・
産業

農業 観光 学生 計

A 富山中央・
富山東部

21名 2名 2名 2名 4名 31名

B 富山西部・
呉羽

9名 2名 2名 2名 4名 19名

C 富山北部・
和合・水橋

15名 3名 2名 3名 4名 27名

D 富山南部・
大沢野・大山・
細入

16名 4名 2名 4名 4名 30名

E 婦中・八尾・
山田

18名 3名 2名 3名 4名 30名

計 79名 14名 10名 14名 20名 137名

※住民は自治振興会推薦１名
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６．今後の予定

令和５年１２月 第１回検討委員会
・現都市マスの評価と策定の論点及び計画の方向性
・市民アンケート調査の内容説明

令和６年 ３月 第２回検討委員会
・市民アンケート調査の結果報告の速報
・都市構造の方向性

令和６年 ８月 第３回検討委員会
・市民アンケート調査の結果報告
・全体構想素案の方向性
・地域別構想の作成に向けたデータ整理等

令和６年１２月 第４回検討委員会
・市民等への説明の結果報告
・全体構想素案について
・地域別構想の方向性と骨子

令和７年 ３月 第５回検討委員会
・地域別構想素案の作成

令和７年 ６月 第６回検討委員会
・計画素案の作成

令和７年９月 第７回検討委員会
・地域別説明会の報告
・計画案の作成

◎令和６年１月 市民アンケート調査実施

◎令和６年８月～１２月 市民等との意見交換

◎令和７年７月～９月 地域別説明会

◎令和７年１２月 パブリックコメント

◎令和８年２月 富山市都市計画審議会 付議

◎令和５年８月～１１月 基本データ整理

令和８年３月 公表

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

全
体
構
想
の
作
成

地
域
別
構
想
の
作
成

と
り
ま
と
め

公
表
手
続
き

③④ワークショップ

・地域生活圏毎にワークショップを開催
・ファシリテータは全体１名、各班に１名ず
つ（エックス都市研究所の職員と本市職員）
・各班内で司会や書記、発表者を決め議論を
進める

ワークショップの内容
第１回ワークショップ
＜座学＞
・本市のコンパクトなまちづくり
・データからみた富山市や対象エリアの特性、

社会情勢の変化（機会、脅威）
・アンケート結果の共有
・学生ワークショップの報告

＜アイスブレイク＞
・（事前学習）富山の好きなコトや好きな場所 など

＜グループワーク＞
・「①富山市のまちづくり」、「②地域生活圏の魅力」について

・社会情勢の変化や本市のまちづくり方針及び取組への理解
・地域生活圏や生活圏グループの魅力
・地域生活圏の魅力を活かした地域の将来像、将来像を実現するための取組

第２回ワークショップ
＜座学（前回の振り返り）＞
・地域生活圏の魅力

＜グループワーク＞
・富山市のまちづくり（地域別構想）に活かせそうな地域生活圏の魅力を抽出
・魅力の活かし方や活かすために市民や地域でできそうなことの抽出

全体ファシリテータ（体制）

各テーブル ５～６名程度

事後アンケート
ワークショップの成果や効果の確認を目的に、参加者全員に本市のまちづくりへの理解

度や評価、今後取組みたいこと等に対するまちづくりのアンケートに回答

＜成果イメージ＞
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まちづくりに活かせそうな魅力と

市民や地域ができそうなことの抽出


